
秘
 基盤登第 0717001 号 

平成 15 年 7 月 17 日 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

厚生労働省労働基準局監督課長 

( 公印省略 ) 

トラック関係事業者に 対する長時間労働を 背景とした交通労働災害防止に 
関する緊急対策の 実施に当たって 留意すべき事項について 

標記対策については、 平成 1 5 年 7 月 1 7 日付け 基 登第 0 7 1 70 0 1 号 ( 以下「局長 

通達」という。 ) により指示されたところであ るが、 その実施に当たっては、 下記の点に 
留意し、 その対応に遺憾なきを 期されたい。 

" 己 

1  局長通達の記の「 1  トラック関係事業者団体に 対する緊急要請の 実施」について 

本省においては、 平成 1 5 年 7 月 1 7 日付けをもって、 トラック関係事業者団体 ( 社 

団法人全日本トラック 協会、 日本貨物運送協同組合連合会及び 陸上貨物運送事業労働 
災害防止協会 ) に対して要請 ( 別派 ェ 要請書 ( 写 ) 参照 ) を行ったところであ る。 

各局においても、 これらの団体の 地方組織に対する 集団指導や関係事業者に 接触する 

機会をとらえて、 局署 幹部から、 本件要請の趣旨を 説明の上、 要請に対する 積極的な 
対応について 指導を行 う こと。 

2  局長通達の記の「 2  トラック関係事業者に 対する緊急自主点検の 実施」について 
ア 平成 15 年 2 月 18 日付け 基登 第 0218001 号「監督指導業務の 運営に当たって 留意す 
べき事項について」 ( 以下「留意通達」という。 ) の記の 8 (1) において、 自主点検 又 
は 集団指導を指示しているところであ るが、 今般の緊急対策においては、 年間監督指 
導計画において 自主点検を計画している 場合には、 できる限りこれを 前倒しして 7 月 

又は 8 月中に実施すること。 

また、 集団指導を計画している 場合には、 できる限りこれを 前倒しして 7 月又は 8 

月 中に実施することとし、 その際に本件自主点検を 併せて実施すること。 なお、 集団 
指導に代えて、 本件自主点検のみを 行 う こととしても 差し支えないこと。 
年間監督指導計画において 自主点検及び 集団指導を計画していない 場合であ って 

も、 必要に応じこれを 見直し、 既存の事業主団体を 活用する等効率的な 方法により、 
本件自主点検を 実施するよう 努めること。 
イ 対象事業場の 選定に当たっては、 留意通達の記の 8 (1) に示されたとおり、 新規参 
入事業者や既存の 事業主団体に 加入していない 事業者をできる 限り把握し、 これらを 
対象に含めるよ う 努めること。 

ウ 自主点検 表は ついては、 先般送付した「自動車運転者 ( トラック ) 労働条件自主点 

検 表 」を使用すること。 ( 自主点検 表 が不足する場合には、 早急に必要枚数を 当課方 
働 条件確保改善対策室改善 係 に電話連絡すること。 ) 

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/07/h0717-2a.html
http://www.joshrc.org/~open/files/20030218-001.pdf
http://www.joshrc.org/~open/files/20030218-001.pdf


ただし、 各局において 独自に自動車運転者の 労働条件に係る 自主点検表を 作成して 
いる場合については、 これを使用して 差し支えないこと。 
事業場に対する 自主点検家の 送付に当たっては、 別添 2 の送付状 ( 例 ) を参考とし 

て活用すること。 

3  局長通達の記の「 3  トラック関係事業者に 対する一斉監督の 実施」について 

年間監督指導計画において、 道路貨物運送業に 係る自動車運転者を 使用する事業場に 
対する監督指導を 計画している 局においては、 できる限り 9 月に集中してこれを 実施 
すること。 また、 年間監督指導計画において 道路貨物運送業に 係る自動車運転者を 使 
用 する事業場に 対する監督指導を 計画していない 場合にあ っては、 管内事情を踏まえ、 
必要に応じこれを 見直し、 できる限り監督指導を 実施する よう 努めること。 

なお、 監督指導結果は 本省において 特別集計する 都合上、 監督結果等を 入力する際に、 
「特別監督対象 2 」を自動車とし、 1 0 月 1 5 日までに労働基準行政情報システムに 
入力すること。 

4  局長通達の記の「 4  重大な交通労働災害を 発生させたトラック 関係事業者に 対する 
厳正な対応」について 

重大な交通労働災害発生の 情報を把握した 場合には、 災害発生地を 管轄する局におい 
ては直ちに災害調査を 実施するとともに、 災害発生の主要な 原因となったトラックに 
係る事業場を 管轄する局にその 旨を速やかに 連絡すること。 当該事業場を 管轄する局 
においては、 速やかに当該事業場に 対する監督指導を 実施すること。 
なお、 関係眉間においては、 災害調査又は 監督指導の結果について 情報交換を行 う等、 
密接な連携を 図ること。 

さらに、 監督指導の結果、 関係事業場に 重大・悪質な 労働基準関係法令違反が 認めら 
れた場合には、 積極的に司法処分に 付す等厳正に 対処すること。 
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社団法人全日本トラック 協会 会長 

日本貨物運送協同組合連合会 会長 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会 会長 殿 

厚生労働省労働基準局長 

トラック関係事業者に 対する長時間労働を 背景とした交通労働 
災害防止に関する 緊急対策への 協力要請について 

平素より労働基準行政の 推進について 御理解、 御協力をいただき、 厚く御礼 

申し上げます。 
さて、 厚生労働省におきましては、 自動車運転者の 労働時間等の 労働条件の 
改善及び交通労働災害の 防止を図るため、 労働基準関係法令、 「自動車運転者 
の労働時間等の 改善のための 基準」 ( 平成元年労働省告示第 7 号。 以下「改善 
基準」といいます。 ) 及び「交通労働災害防止のためのガイドライン」 ( 平成 6 

年 2 月 18 日付け 基登 第 83 号。 以下「交通労働災害防止ガイドライン」とい 

います。 ) の 遵守徹底等を 図っているところです。 

しかしながら、 平成 15 年 6 月 23 日、 愛知県新城市の 東名高速道路におい 

て発生した大型トラックの 運転者を含む 15 名が死傷した 追突事故を始め、 ト 
ラックが関係する 重大な災害が 相次いで発生しており、 誠に憂慮すべき 事態と 

なっております。 
トラックの事故は 一度発生すれば 労働者以外の 者も巻き込む 重大な災害につ 
ながることから、 厚生労働省としましては、 こうした事態を 重く受け止め、 ト 

ラック関係事業の 交通労働災害防止に 関する緊急対策を 実施することとし、 緊 
急 由 主点検の実施等について、 別紙のとおり、 都道府県労働局長に 通達したと 

ころです。 

つ きましては、 このような災害の 再発防止を図るため、 傘下会員に対し、 労 
働基準法、 改善基準及び 交通労働災害防止ガイドラインの 遵守の徹底等にっ い 

て 周知を図られます よう お願い申し上げます。 
特に、 上記事故においては、 追突したトラックの 運転者が勤務時間外に 他の 

事業場において 就労していたところですが、 労働基準法上、 事業場を異にする 

場合においても 労働時間は通算することとされていることを 踏まえ、 適切な労 
例時間の把握・ 管理に努めるとともに、 交通労働災害防止ガイドラインに 基づ 

き、 走行双の点呼等の 際に、 自動車運転者が 勤務時間外において 十分な休養が 

取られているか 等の体調確認を 確実に行 う よ う 、 その周知について 御 配意 方お 

願 い 申し上げます。 




○自動車運転者の労働時間等の改善のための基準


(平成元年二月九日)


(労働省告示第七号)








自動車運転者の労働時間等の改善のための基準を次のとおり定める。


自動車運転者の労働時間等の改善のための基準


(目的等)


第一条　この基準は、自動車運転者(労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号。以下「法」という。)第九条に規定する労働者(同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。)であって、四輪以上の自動車の運転の業務(厚生労働省労働基準局長が定めるものを除く。)に主として従事する者をいう。以下同じ。)の労働時間等の改善のための基準を定めることにより、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図ることを目的とする。


２　労働関係の当事者は、この基準を理由として自動車運転者の労働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上に努めなければならない。


３　使用者は、季節的繁忙その他の事情により、法第三十六条第一項の規定に基づき臨時に労働時間を延長し、又は休日に労働させる場合においても、その時間数又は日数を少なくするように努めるものとする。


(平九労告四・平一一労告二九・平一二労告一二〇・一部改正)


(一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等)


第二条　使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業(道路運送法(昭和二十六年法律第百八十三号)第三条第一号ハの一般乗用旅客自動車運送事業をいう。以下同じ。)に従事する自動車運転者(隔日勤務に就くものを除く。この項において同じ。)の拘束時間(労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間をいう。以下同じ。)及び休息期間(使用者の拘束を受けない期間をいう。以下同じ。)については、次に定めるところによるものとする。


一　一箇月についての拘束時間は、二百九十九時間(顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労形態(以下「車庫待ち等」という。)の自動車運転者について、当該事業場に労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定(以下「労使協定」という。)があるときは、三百二十二時間)を超えないものとすること。


二　一日(始業時刻から起算して二十四時間をいう。以下同じ。)についての拘束時間は、十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であつても、一日についての拘束時間の限度(以下「最大拘束時間」という。)は、十六時間とすること。ただし、車庫待ち等の自動車運転者について、次に掲げる要件を満たす場合には、この限りでない。


イ　勤務終了後、継続二十時間以上の休息期間を与えること。


ロ　一日についての拘束時間が十六時間を超える回数が、一箇月について七回以内であること。


ハ　一日についての拘束時間が十八時間を超える場合には、夜間四時間以上の仮眠時間を与えること。


ニ　一回の勤務における拘束時間が、二十四時間を超えないこと。


三　勤務終了後、継続八時間以上の休息期間を与えること。


２　使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者であって隔日勤務に就くものの拘束時間及び休息期間については、次に定めるところによるものとする。


一　拘束時間は、二暦日について二十一時間、一箇月について二百六十二時間(地域的事情その他の特別の事情がある場合において、労使協定があるときは、一年のうち六箇月において、当該六箇月の各月について二百七十時間)を超えないものとすること。ただし、車庫待ち等の自動車運転者の二暦日についての拘束時間は、夜間四時間以上の仮眠時間を与えることにより、一箇月について労使協定により定める回数(当該回数が一箇月について七回を超えるときは、七回)に限り、二十四時間まで延長することができる。この場合において、一箇月についての拘束時間は、本文に定める一箇月についての拘束時間に二十時間を加えた時間を超えてはならない。


二　勤務終了後、継続二十時間以上の休息期間を与えること。


３　使用者及び労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表する者(以下「労使当事者」という。)は、法第三十六条第一項の協定(労働時間の延長に係るものに限る。以下「時間外労働協定」という。)において一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者に係る一日を超える一定の期間(以下「一定期間」という。)についての延長することができる時間(以下「一定期間についての延長時間」という。)について協定するに当たっては、当該一定期間は一箇月とするものとする。


４　使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者に法第三十五条の休日に労働させる場合は、当該労働させる休日は二週間について一回を超えないものとし、当該休日の労働によって第一項又は第二項に定める拘束時間及び最大拘束時間の限度を超えないものとする。


５　ハイヤー(一般乗用旅客自動車運送事業の用に供せられる自動車であって、当該自動車による運送の引受けが営業所のみにおいて行われるものをいう。次条において同じ。)に乗務する自動車運転者については、第一項から前項までの規定は適用しない。


(平三労告七九・平四労告九九・平九労告四・平一一労告二九・一部改正)


第三条　労使当事者は、時間外労働協定においてハイヤーに乗務する自動車運転者に係る一定期間についての延長時間について協定するに当たっては、次の各号に掲げる事項を十分考慮するように努めなければならない。


一　一定期間についての延長時間に係る一定期間は、一箇月又は三箇月及び一年間とすること。


二　一定期間についての延長時間は、次の表の上欄に掲げる一定期間の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる時間(以下「目安時間」という。)以内の時間とすること。ただし、あらかじめ、目安時間以内の時間の一定期間についての延長時間を定め、かつ、目安時間を超えて労働時間を延長しなければならない特別の事情が生じたときに限り、一定期間についての延長時間を定めた当該一定期間ごとに、労使当事者間において定める手続を経て、目安時間を超える一定の時間まで労働時間を延長することができる旨を定める場合は、この限りでない。




  

  

    		

      一定期間


    		

      目安時間




  

    		

      一箇月


    		

      五十時間




  

    		

      三箇月


    		

      百四十時間




  

    		

      一年間


    		

      四百五十時間




  

    		

      備考　下欄に掲げる時間は、法第三十二条から第三十二条の四までの規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間である。






(平三労告七九・平一一労告二九・一部改正)


(貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等)


第四条　使用者は、貨物自動車運送事業(貨物自動車運送事業法(平成元年法律第八十三号)第二条第一項の貨物自動車運送事業をいう。以下同じ。)に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運転時間については、次に定めるところによるものとする。


一　拘束時間は、一箇月について二百九十三時間を超えないものとすること。ただし、労使協定があるときは、一年のうち六箇月までは、一年間についての拘束時間が三千五百十六時間を超えない範囲内において、三百二十時間まで延長することができる。


二　一日についての拘束時間は、十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は、十六時間とすること。この場合において、一日についての拘束時間が十五時間を超える回数は、一週間について二回以内とすること。


三　勤務終了後、継続八時間以上の休息期間を与えること。


四　運転時間は、二日(始業時刻から起算して四十八時間をいう。次条において同じ。)を平均し一日当たり九時間、二週間を平均し一週間当たり四十四時間を超えないものとすること。


五　連続運転時間(一回が連続十分以上で、かつ、合計が三十分以上の運転の中断をすることなく連続して運転する時間をいう。次条において同じ。)は、四時間を超えないものとすること。


２　使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当該自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より長くなるように努めるものとする。


３　第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、拘束時間及び休息期間については、厚生労働省労働基準局長の定めるところによることができる。


一　業務の必要上、勤務の終了後継続八時間以上の休息期間を与えることが困難な場合


二　自動車運転者が同時に一台の自動車に二人以上乗務する場合


三　自動車運転者が隔日勤務に就く場合


四　自動車運転者がフェリーに乗船する場合


４　労使当事者は、時間外労働協定において貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者に係る一定期間についての延長時間について協定するに当たっては、当該一定期間は、二週間及び一箇月以上三箇月以内の一定の期間とするものとする。


５　使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者に法第三十五条の休日に労働させる場合は、当該労働させる休日は二週間について一回を超えないものとし、当該休日の労働によって第一項に定める拘束時間及び最大拘束時間の限度を超えないものとする。


６　前各項の規定は、旅客自動車運送事業(道路運送法第二条第三項の旅客自動車運送事業をいう。次条において同じ。)及び貨物自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者(主として人を運送することを目的とする自動車の運転の業務に従事する者を除く。)について準用する。


(平三労告七九・平九労告四・平一二労告一二〇・一部改正)


(一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等)


第五条　使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者並びに旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者であって、主として人を運送することを目的とする自動車の運転の業務に従事するもの(以下この条において「バス運転者等」という。)の拘束時間、休息期間及び運転時間については、次に定めるところによるものとする。


一　拘束時間は、四週間を平均し一週間当たり六十五時間を超えないものとすること。ただし、貸切バス(一般貸切旅客自動車運送事業(道路運送法第三条第一号ロの一般貸切旅客自動車運送事業をいう。)の用に供する自動車をいう。以下この項において同じ。)を運行する営業所において運転の業務に従事する者、貸切バスに乗務する者及び起点から終点までのキロ程が概ね百キロメートルを超える運行系統を運行する一般乗合旅客自動車運送事業(同号イの一般乗合旅客自動車運送事業をいう。以下この項において同じ。)の用に供する自動車であって、高速自動車国道(高速自動車国道法(昭和三十二年法律第七十九号)第四条第一項の高速自動車国道をいう。以下この項において同じ。)及び自動車専用道路(道路法(昭和二十七年法律第百八十号)第四十八条の二の自動車専用道路をいう。以下この項において同じ。)の利用区間のキロ程が五十キロメートル以上であり、かつ、当該キロ程が起点から終点までのキロ程の四分の一以上のものに乗務する者(第四号において「特定運転者」という。)については、労使協定があるときは、五十二週間のうち十六週間までは、四週間を平均し一週間当たり七十一・五時間まで延長することができる。


二　一日についての拘束時間は、十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は、十六時間とすること。この場合において、一日についての拘束時間が十五時間を超える回数は、一週間について二回以内とすること。


三　勤務終了後、継続八時間以上の休息期間を与えること。


四　運転時間は、二日を平均し一日当たり九時間、四週間を平均し一週間当たり四十時間を超えないものとすること。ただし、貸切バスを運行する営業所において運転の業務に従事する者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者については、労使協定があるときは、五十二週間についての運転時間が二千八十時間を超えない範囲内において、五十二週間のうち十六週間までは、四週間を平均し一週間当たり四十四時間まで延長することができる。


五　連続運転時間は、四時間を超えないものとすること。


２　使用者は、バス運転者等の休息期間については、当該バス運転者等の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より長くなるように努めるものとする。


３　第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、拘束時間及び休息期間については、厚生労働省労働基準局長の定めるところによることができる。


一　業務の必要上、勤務の終了後継続八時間以上の休息期間を与えることが困難な場合


二　バス運転者等が同時に一台の自動車に二人以上乗務する場合


三　バス運転者等が隔日勤務に就く場合


四　バス運転者等がフェリーに乗船する場合


４　労使当事者は、時間外労働協定においてバス運転者等に係る一定期間についての延長時間について協定するに当たっては、当該一定期間は、二週間及び一箇月以上三箇月以内の一定の期間とするものとする。


５　使用者は、バス運転者等に法第三十五条の休日に労働させる場合は、当該労働させる休日は二週間について一回を超えないものとし、当該休日の労働によって第一項に定める拘束時間及び最大拘束時間の限度を超えないものとする。


(平九労告四・全改、平一二労告一二〇・一部改正)


(細目)


第六条　この告示に定める事項に関し必要な細目は、厚生労働省労働基準局長が定める。


(平三労告七九・旧第五条繰下、平一二労告一二〇・一部改正)


改正文(平成三年一〇月三一日労働省告示第七九号)　抄


平成四年一月一日から適用する。


改正文(平成四年一一月三〇日労働省告示第九九号)　抄


平成五年四月一日から適用する。


改正文(平成九年一月三〇日労働省告示第四号)　抄


平成九年四月一日から適用する。


附　則(平成一二年一二月二五日労働省告示第一二〇号)　抄


(適用期日)


第一　この告示は、内閣法の一部を改正する法律(平成十二年法律第八十八号)の施行の日(平成十三年一月六日)から適用する。
榊原悟志
添付ファイル
自動車運転者の労働時間等の改善のための基準.htm

http://www.jaish.gr.jp/hor_s_shsi/hor_s_shsi/895
http://www.jaish.gr.jp/hor_s_shsi/hor_s_shsi/895


甚暑登第 号 
平成 1 5 年 7 月 日 

事業者各位 

労働基準監督署長 

トラック関係事業者に 対する緊急。 自主点検の実施について 

平素より労働基準行政の 推進について 御理解、 御協力をいただき、 厚く御礼 

申し上げます。 

さて、 厚生労働省におきましては、 自動車運転者の 労働時間等の 労働条件の 

改善及び交通労働災害の 防止を図るため、 労働基準関係法令、 「自動車運転者 
の労働時間等の 改善のための 基準」 ( 平成元年労働省告示第 7 号 ) 及び「交通 

労働災害防止のためのガイドライン」 ( 平成 6 年 2 月 18 日付け 基登 第 83 号 ) 

の 遵守徹底等を 図っているところです。 

しかしながら、 平成 15 年 6 月 23 日、 愛知県新城市の 東名高速道路におい 

て発生した大型トラックの 運転者を含む 15 名が死傷した 追突事故を始め、 ト 
ラックが関係する 重大な災害が 相次いで発生しており、 誠に憂慮すべき 事態と 

なっております。 
トラックの事故は 一度発生すれ ば 労働者以外の 者も巻き込む 重大な災害につ 

ながることから、 厚生労働省としましては、 こうした事態を 重く受け止め、 ト 

ラック関係事業の 交通労働災害防止緊急対策として、 緊急山主点検を 実施する 

こととしました。 

つきましては、 別添の「自動車運転者 ( トラック ) 労働条件自主点検 表 」に 

よる自主点検を 実施の うえ 、 点検結果報告書を 当署に報告いただきますよ う お 
願い申し上げます ( 報告署の提出は 郵送、 FAX( 等で結構です。 不明な点があ 

りましたら、 下記担当者までお 尋ね下さい ) 。 

報告提出先 00 労働基準監督署 
00 市 00 町 OT 目 O 番 0 号 
電話 111 一 111 一 1111 

F か < 111 一 Ⅱ 1 一 1112 
担当者 00 課 00OO 

提出期限 平成 15  年 月 日 




